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8 2014（平成26年）

　金融・保険業、不動産業で見直された消費税の簡易課税制度の
みなし仕入率に経過措置が設けられ、本年９月30日までに「簡易
課税制度選択届出書」を提出すれば、来年４月１日以後開始する
課税期間であっても、届出書に記載した適用開始課税期間の初日
から２年間は、改正前のみなし仕入率が適用されます。

消費税のみなし仕入率の経過措置

8月の税務と労務8月 （葉月）AUGUST
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国　税／ 7月分源泉所得税の納付 
 8月11日

国　税／ 6月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 9月1日

国　税／ 12月決算法人の中間申告
 9月1日
国　税／ 9月、12月、3月決算法人 

の消費税等の中間申告 
（年3回の場合） 9月1日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中
間申告 9月1日

地方税／個人事業税第1期分の納付
 都道府県の条例で定める日
地方税／個人住民税第2期分の納付
 市町村の条例で定める日



８月号─2

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
（
少
額
投
資
非
課
税
制

度
）
は
、
本
年
一
月
か
ら
制
度
が
ス

タ
ー
ト
し
て
い
ま
す
が
、
使
い
づ
ら

い
点
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
制
度
の
一

層
の
普
及
・
定
着
の
た
め
平
成
二
十

六
年
度
税
制
改
正
で
見
直
し
が
行
わ

れ
、
来
年
一
月
か
ら
適
用
さ
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。
今
回
は
、
改
正

を
踏
ま
え
て
Ｑ
＆
Ａ
方
式
で
ポ
イ
ン

ト
を
整
理
し
て
み
ま
す
。

　

改
正
前
の
制
度
の
概
要
を
教
え

て
下
さ
い
。

　

制
度
の
概
要
は
、
以
下
の
と
お

り
で
す
。

①　

対
象
者
…
非
課
税
口
座
を
開
設

す
る
年
の
一
月
一
日
に
お
い
て
、

二
〇
歳
以
上
の
国
内
居
住
者

②　

非
課
税
対
象
…
非
課
税
口
座
で

購
入
し
た
上
場
株
式
や
投
資
信
託

の
配
当
所
得
・
譲
渡
所
得

③　

非
課
税
期
間
…
投
資
し
た
年
か

ら
最
長
五
年

④　

投
資
可
能
期
間
…
一
〇
年
間

（
平
成
二
十
六
年
〜
三
十
五
年
）

⑤　

非
課
税
投
資
額
…
毎
年
一
〇
〇

万
円
（
最
大
五
〇
〇
万
円
）

⑥　

中
途
売
却
…
自
由
（
た
だ
し
、

売
却
部
分
の
枠
は
再
利
用
不
可
）

⑦　

損
益
通
算
…
特
定
口
座
等
で
生

じ
た
配
当
・
譲
渡
益
と
の
損
益
通

算
は
不
可

⑧　

口
座
開
設
数
…
一
人
一
口
座

　

な
お
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
を
開
設
す

る
際
に
は
、
以
下
の
点
に
留
意
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

ア　

銀
行
で
は
株
式
が
取
り
扱
え
な

い
た
め
、
株
式
取
引
を
行
い
た
い

場
合
は
、
証
券
会
社
で
口
座
を
開

設
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

イ　

一
般
の
特
定
口
座
か
ら
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
口
座
へ
の
株
式
、
投
資
信
託
の

移
動
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

平
成
二
十
六
年
度
税
制
改
正
で

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
一
部
拡
充
さ
れ
た

と
の
こ
と
で
す
が
、
改
正
の
背

景
は
何
で
す
か
。

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
を
利
用
す
る
に
は
、

金
融
機
関
や
証
券
会
社
に
非
課
税
口

座
を
開
設
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん

が
、
一
人
一
口
座
し
か
開
設
で
き
ま

せ
ん
。
し
か
も
、
非
課
税
口
座
の
利

用
期
間
は
、
平
成
二
十
六
年
か
ら
一
〇

年
間
と
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
①

二
十
六
年
一
月
一
日
〜
二
十
九
年

十
二
月
三
十
一
日
、
②
三
十
年
一
月

一
日
〜
三
十
三
年
十
二
月
三
十
一

日
、
③
三
十
四
年
一
月
一
日
〜

三
十
五
年
十
二
月
三
十
一
日
の
三
つ

の
期
間
に
分
け
た
「
勘
定
設
定
期
間
」

の
同
一
勘
定
設
定
期
間
内
で
は
、
口

座
開
設
金
融
機
関
の
変
更
が
で
き
ず
、

ま
た
、
一
度
開
設
し
た
非
課
税
口
座

を
廃
止
し
た
場
合
、
同
一
勘
定
設
定

期
間
内
に
再
開
設
が
で
き
な
い
な
ど

の
制
約
が
あ
り
、
制
度
が
始
ま
る
前

か
ら
使
い
づ
ら
い
と
の
声
が
出
て
い

た
か
ら
で
す
。

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
改
正
内
容
を
教
え

て
下
さ
い
。

　

同
一
勘
定
設
定
期
間
で
の
以
下

の
変
更
等
が
認
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

①
一
年
単
位
の
口
座
開
設
金
融
機

関
の
変
更
、
②
口
座
廃
止
後
の
再

開
設
（
左
ペ
ー
ジ
図
参
照
）。

　

よ
く
あ
る
質
問
と
そ
の
回
答
を

教
え
て
下
さ
い
。

　

よ
く
あ
る
質
問
と
し
て
は
、
以

下
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
。

⑴　

購
入
で
き
る
金
融
商
品
は
ど
の

よ
う
な
も
の
で
す
か
？

答　

上
場
し
て
い
る
株
式
等
と
公
募

の
株
式
投
資
信
託
等
で
、
国
債
、

社
債
等
は
対
象
外
で
す
。

⑵　

既
に
持
っ
て
い
る
金
融
商
品
を

非
課
税
口
座
に
移
す
こ
と
は
可
能

で
す
か
。

答　

で
き
ま
せ
ん
。
非
課
税
口
座
で

A Q 1

A Q 2

A Q 3A Q 4

平
成
26
年
度
税
制
改
正
対
応

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
関
す
る
Q
A

&



3─８月号

新
た
に
購
入
し
た
金
融
商
品
が
非

課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。

⑶　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
デ
メ
リ
ッ
ト
を
教

え
て
下
さ
い
。

答　

①　

非
課
税
口
座
で
損
失
が
発

生
し
て
も
、
特
定
口
座
や
一
般
口

座
の
利
益
と
損
益
通
算
を
す
る
こ

と
が
で
き
ま
せ
ん
。

②　

非
課
税
口
座
で
損
失
が
発
生
し

て
も
三
年
間
の
繰
越
控
除
は
適
用

で
き
ま
せ
ん
。

⑷　

な
ぜ
、
手
続
に
住
民
票
が
必
要

な
の
で
す
か
。

答　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
す
べ
て
の
金
融

機
関
を
通
じ
て
一
人
一
口
座
と
い

う
制
度
の
た
め
、
各
人
が
ど
の
金

融
機
関
で
非
課
税
口
座
を
開
設
し

た
か
を
税
務
署
が
管
理
す
る
仕
組

み
と
な
っ
て
お
り
、
管
理
上
必
要

だ
か
ら
で
す
。

⑸　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
で
の
上
場
株
式

の
譲
渡
益
や
配
当
は
、
何
も
し
な

く
て
も
非
課
税
で
す
か
。

答　

譲
渡
益
の
場
合
の
手
続
は
不
要

で
す
が
、
配
当
金
等
の
場
合
に
は

受
取
方
式
を
「
株
式
数
比
例
配
分

方
式
」に
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
他
の
受
取
方
式
で
は
非
課
税

と
は
な
り
ま
せ
ん
の
で
注
意
が
必

要
で
す
。

100万円
投資

26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年 34年

100万円
投資

100万円
投資

100万円
投資

100万円
投資

100万円
投資

26年

27年

28年

29年

30年

31年…

…

※勘定設定期間は、1つのNISA口座を
　開設・設定できる期間であり、以下
　の3期間
①平成26年1月1日～29年12月31日
②平成30年1月1日～33年12月31日
②平成34年1月1日～35年12月31日

【
現
行
】

勘
定
設
定
期
間
①

※

勘
定
設
定
期
間
②

同一勘定設定期間※内（最長 4年間）は、NISA 口座を開設する金融機関の変更はできない。

A金融機関の
NISA 口座

（期間中変更不可）

B金融機関の
NISA 口座

（期間中変更不可）

100万円
投資

100万円
投資

100万円
投資

100万円
投資

26年

27年

28年

29年

【
来
年
以
降
】

勘
定
設
定
期
間
①

NISA 口座を開設する金融機関について、1年単位での変更を認める。

A金融機関のNISA 口座

C金融機関のNISA 口座

B金融機関のNISA 口座

…

勘定設定期間（平成26年～平成29年）

NISA口座で投資

勘定設定期間（平成30年～）

NISA口座の廃止 NISA口座を開設し、
投資可能

同一勘定設定期間中は、
NISA口座の再開設ができない

平成26年 平成27年 平成28年

平成28年

平成29年 平成30年
【
現
行
】

…

勘定設定期間（平成26年～平成29年）

NISA口座で投資

勘定設定期間（平成30年～）

NISA口座の廃止 NISA口座を開設し、
投資可能

金融庁資料より

NISA口座の再開設が可能に

平成26年 平成27年 平成29年 平成30年
【
来
年
以
降
】

一度開設したNISA 口座を廃止した場合、同一勘定設定期間中は、NISA 口座を再開設できない。

NISA 口座を廃止した場合、再開設することを認める。
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　キャンセル料には、解約に伴う事務手数
料としての性格のものと、解約に伴い生じ
る逸失利益に対する損害賠償金としての性
格のものとがあり、どちらに該当するかに
よって消費税の取扱いが異なります。
　解約に伴う事務手数料は、解約手続など
の事務を行う役務の提供の対価ですから課
税の対象となります。一方、逸失利益に対
する損害賠償金としてのキャンセル料は、
本来得ることができたであろう利益がなく
なったことの補てん金ですから、資産の譲
渡等の対価に該当しないため課税の対象と
なりません。
　例えば、航空運賃のキャンセル料などで、
払戻しの時期に関係なく一定額を受け取る
こととされている部分の金額は、解約に伴
う事務手数料に該当し課税の対象になりま
すが、搭乗日前の一定日以後に解約した場
合に受け取る割増しの違約金部分は課税の
対象となりません。

　
一
か
月
当
た
り
の
非
課
税
と
な
る

限
度
額
を
超
え
て
通
勤
手
当
や
通
勤

定
期
券
な
ど
を
支
給
す
る
場
合
に

は
、
超
え
る
部
分
の
金
額
が
給
与
と

し
て
課
税
さ
れ
ま
す
。
こ
の
超
え
る

部
分
の
金
額
は
、
通
勤
手
当
や
通
勤

定
期
券
な
ど
を
支
給
し
た
月
の
給
与

の
額
に
上
乗
せ
し
て
所
得
税
及
び
復

興
特
別
所
得
税
の
源
泉
徴
収
を
行
い

ま
す
。

　
な
お
、
ア
ル
バ
イ
ト
や
パ
ー
ト
タ

イ
マ
ー
の
よ
う
に
、
断
続
的
に
勤
務

す
る
者
に
支
給
す
る
通
勤
手
当
で
あ

っ
て
も
、
日
割
額
に
よ
る
必
要
は
あ

り
ま
せ
ん
。
通
勤
手
当
の
う
ち
非
課

税
と
さ
れ
る
金
額
は
、
そ
の
勤
務
す

る
者
に
そ
の
月
中
に
支
給
す
る
通
勤

手
当
の
合
計
額
の
う
ち
、
所
得
税
法

施
行
令
二
〇
条
の
二
各
号
に
非
課
税

限
度
額
と
し
て
規
定
さ
れ
て
い
る
額

に
達
す
る
ま
で
の
金
額
と
な
り
ま
す
。

　暑中のご挨拶

　暑中お見舞い申し上げます。
　景気の回復を後押しするため、飲食費の5,000円基準とは別に企業の交際費の
うち接待飲食費の50％を損金算入できる措置が、本年４月１日以後に開始する
事業年度から適用されています。中小企業の場合は、接待飲食費に限らず交際
費の800万円までを全額損金算入できる定額控除の特例との選択適用となりま
すので、どちらを適用すべきか自社の状況に合わせた検討が必要です。
　少子高齢化は、年金・医療・介護などの社会保障費の増大と、社会保障財源
の担い手の減少を招いています。このため政府は、公的年金の支給開始年齢を、
個人の選択により、75歳まで先送りする案を検討しているようです。年金受給
対象者は、収入・健康を考えた選択が迫られます。
　来年10月からの消費税率10％への引き上げは、本年末の景気の状態を見極め
て判断されます。10％時に軽減税率を導入するとの平成26年度与党税制改正大
綱通りならば、複数税率化に伴う事務負担の増大が懸念されます。中小企業に
配慮した対応が望まれます。
　皆様方の益々のご発展とご健勝を祈念し、ご挨拶といたします。

キャンセル料の消費税の取扱い
ア
ル
バ
イ
ト
に
支
給
す
る
通
勤
手
当
の
非
課
税
限
度
額


